
 

 

被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金の継続を求める意見書 
 

 東日本大震災から３年が経過したが、今なお、岩手県、宮城県、福島県の多くの子ど

もたちが県内外の避難先での生活を余儀なくされている。本県においても、平成 26年９

月１日現在、被災３県から 1,277 人（幼稚園 282 人、小学校 651 人、中学校 217 人、高

等学校 120 人、特別支援学校７人）の子どもたちが厳しい環境の中で避難生活を続けな

がら学んでおり、継続的な経済的支援を必要としている。 

 このような中、被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金を活用して、被災した子ども

たちが学校で学ぶための諸経費及び通学費（スクールバスの諸経費を含む。）の補助や高

校生に対する奨学金の貸与等の就学支援事業が実施されているが、これらの就学支援は

子どもたちが安心して学ぶ上で必要不可欠なものとなっている。 

 しかしながら、就学支援事業の原資となる交付金については、国の予算措置が平成 26

年度までとされ、今後も引き続き支援を要する子どもたちが相当数見込まれるにもかか

わらず、平成 27年度以降の継続について明確にされていない。 

 よって、国においては、就学支援事業の原資となる被災児童生徒就学支援等臨時特例

交付金を平成 27年度以降も継続するとともに、所要の財源を確保するよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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